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情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.

グリッドデータバンク・ラボの概要と
スマートメーターデータの可能性
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グリッドデータバンク・ラボとは

オープンイノベーション

公益・準公益活用ﾊﾟｲﾛｯﾄPJ
・ 防災・災害
・ 空き家対策 ...etc

ビジネス活用パイロットPJ
・ 商圏分析・ｴﾘｱﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
・ 見守りサービス ...etc

ユースケース実証 ビジネスＰｏＣ

法的ルール検討 利活用可能性検討

スマメデータ 電力設備データ
新データ

(電柱上カメラ等)
その他企業
データ

マーケティング
POS etc..

自治体

流通・小売

住宅・不動産

宅配

広告

他電力・他インフラ・・・

公益・準公益
ユースケースに基づく

ルール整備

現行法制度における
データ活用に向けた
解釈の整理

金融

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

社会貢献・社会課題の解決や産業の発展に向け、スマートメータをはじめとする全国の電力設備データ活
用を推進する「グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合（2018年11月設立）」は、東京電力パワー
グリッド、中部電力、関西電力、ＮＴＴデータの４社が組合員となって運営しています。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.

3



スマートメーターとは

電力スマートメーター

◼全国の全世帯・全事業所に導入予定

◼ 電力使用量を30分単位で把握

✓ 従来は月１回の検針により１か月間の総使用量を
計測

✓ 国の「エネルギー基本計画」では、2020年代早期に
全国の全世帯・全事業所に導入することを志向

✓ 各電力会社が管轄区域で導入を推進

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.

区分 データ項目

設備情報
(SM位置情報)

■計器ID ／ ■設置完了日時, 取外完了日時,
■住所コード, 都県コード, 市区町村コード, 
大字通称コード,字丁目コード,街区番地番号, 
枝番号, アパート名カナ
■経度・経度情報（度, 分, 秒実数部,秒小数部）
■X座標, Y座標

電力量情報
(電力データ)

■計器ID
■日付
■潮流区分
■30分使用量×48コマ

◼ スマートメータから得られる

スマートメーター・データを活用
✓ スマートメーター・データは設備情報（位置情報）、
及び電力量情報（電力データ）から構成
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スマートメーターから得られるデータ

電力スマートメーター8,000万台(※)の電力使用量をもとにした
新たなビックデータ

世帯単位

個人データ

本人の同意取得に基づく
パーソナルデータ活用

匿名加工データ

個人を識別できない形で
プライバシーを保護

統計データ

エリア単位の集計

電力使用量

9%
10
%

7% 9%

60
%

20
%

26
%

25
%

33
%

40
%

27
%

44
%

60
%

22
%

30
%

20
%

匿名加工処理

集計処理

個人の識別不可

※国内10電力の取付け予定数

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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ユースケース事例①：災害対応

災害発生時の住民避難への活用
・スマートメーターデータから避難状況を推定し、可視化（図１）

・避難状況を定量化して周知した場合の効果に関する住民アンケートを実施（図２）

図２：住民アンケート結果

図１：地域別の住民在宅率を可視化するプロトタイプ
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一時避難場所 在宅率の高いエリア 在宅率の低いエリア



ユースケース事例②：商圏分析

店舗周辺の生活動向を把握した売上予測の精度向上
・スマートメーター設置数から出店エリア周辺の世帯数を想定

・30分電力使用状況から住民特性を推定し、商品発注や人員配置を検討

※さらに、異業種データを追加することで住民特性の深堀りが可能
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©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.

電力データ活用に向けた
環境整備の取り組み

8



個人データ活用統計データ活用

9月

2018年

第11回電力ガス基本政策小委において統
計データを目的外利用できる方向に整理

6月

2019年 第19回電力ガス基本政策小委において「統計データ標準の整備」・「個人データ
活用に向けた法整備」の必要性についてラボから提言

「電力データ活用検討委員会」を設置。
統計データ標準整備を開始

上記小委において「統計データ標準の整
備」がラボへタスクアウトされる

9月

2月

第1回持続可能な電力システム構築

小委員会にて、レジ目的に加えて社
会課題解決等のための電力個人デー
タの活用も論点出しされる

東電PG管内における台風15号対応にお
いてスマメデータを停電復旧等に活用

統計データ標準仕様書（初版）を整備
中

2018年11月グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合設立

スマートメーターデータ活用に関する検討状況

2020年

11月
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統計データ活用に関する検討状況

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

2018年9月18日、第11回電力・ガス基本政策小委員会において、統計化されたスマートメーター
データの活用について、電気事業法上も個人情報保護法上も問題ないとの解明がなされ、情報提供
の主体は一般送配電事業者が担い、個人の同意取得なく活用できる方向と整理されています。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2018年9月18日 新たな電力ネットワークの構築に向けた制度・運用について



統計データ活用に向けた具体化検討

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

2019年6月26日、第19回電力・ガス基本政策小委員会において、統計化されたスマートメーター
データの提供方法の具体化検討について民間にタスクアウトされました。これを受けて、グリッドデータ
バンク・ラボが事務局となり『電力データ活用検討委員会』を立ち上げ、検討を進めています。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2019年6月26日 第1９回電力・ガス基本政策小委員会 資料7-1抜粋



電力データ活用検討委員会

2019年度の活動 2019年度のゴール

1. 統計化された電力データに対するユー
ザニーズの整理およびデータ提供方
法の具体化の検討

2. 上記に伴う論点整理と解決策検討
（地域特性、技術面・コスト面の課題、
社会的受容性など）

✓ 電力統計データの提供に係る標準仕様
書（初版）の作成、公開

✓ 加えて、統計化された電力データの活用
促進に向けた提言

委員会規定 第１条２項
電力データの利活用に必要となる実務課題の解決に向け、必要な検討を行う。

＜目 的＞
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【参考】「電力データ活用検討委員会」委員等名簿

区 分 氏 名 所 属 備 考

委員長 森川 博之 東京大学 大学院工学系研究科 教授 データ活用

委員
（有識者）

板倉 陽一郎 ひかり総合法律事務所 パートナー 弁護士 個人情報保護法

島田 雄介 シティユーワ法律事務所 弁護士 企業法務

清水 千弘 東京大学 空間情報科学研究センター 特任教授 統計

委員
（事業者）

大野 照男 東京電力パワーグリッド株式会社
経営企画室 副室長

データ提供者

大山 雅之 関西電力株式会社 送配電カンパニー
企画部設備戦略グループ 副部長

データ提供者

平井 崇夫 グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合
チーフディレクター

データ利用者

安永 一夫 中国電力株式会社 送配電カンパニー
ネットワークサービス部長

データ提供者

オブザーバー
下村 貴裕 資源エネルギー庁 電力産業・市場室長

※ （ラボ会員企業） （データ利用者）

※ラボ会員オブザーバは各回の審議内容に合わせて適宜調整
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10電力への保有データ調査と会員へのニーズ調査

⚫ 電力10社に対し、保有データについて調査を実施し、標準仕様の統計データ項目の候補を抽出しました。
⚫ 事務局で把握しているニーズやユースケースに基づき、単純加工統計の標準仕様の素案（調査用）を作成し、

これに基づく意見交換会（計４回）およびアンケート調査を実施し、利用者ニーズを調査しました。
⚫ 調査結果は第2回検討委員会（2019/12/3）で紹介し、標準仕様案の作成等に活用しています。

統計データ項目
標準仕様（初版）案
【単純加工統計】

標準仕様案を活用した
ユースケースの説明・

用語の解説

アンケート
集約

意見交換会 第２回
電力データ活用
検討委員会

これまでにGDBLにて聴取し
たニーズや実証したユース

ケース

ＧＤＢＬ会員の
アイデア、要望

参考

個人データ活用ニーズについても
可能な範囲で確認

GDBLとしての
提言

10電力調査

保有データ
調査
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標準仕様案の検討①集計値

集計値 説 明

順潮流

計器数
順潮流を計測するスマートメーターの数。おおよそ各戸に１つずつありますので、近似的に世帯数
や建物数を表すと想定。

契約電力 契約上同時に利用可能な電力の上限。近似的に、建物や設備の規模を表すと想定。

使用電力量 一定の期間に使用された電気の量。近似的に、生活や企業の活動状況を表すと想定。

逆潮流

計器数 逆潮流を計測するスマートメーターの数。近似的に発電設備の普及状況を表すと想定。

契約受電電力
契約上同時に逆潮流可能な電力の上限。その発電所としての能力・規模を表すと想定。
※ 契約受電電力≦発電設備出力の合計

発電設備出力
発電設備の発電能力。自家発自家消費も含めた発電所としての能力・規模を表すと想定。
※ 契約受電電力≦発電設備出力の合計

受電電力量 一定の期間に送配電事業者が受電した電気の量。発電設備の売電量を表すと想定。

⚫ 統計データ作成にあたり、集計する項目のことを「集計値」と定義しています。
⚫ 送配電事業者のネットワークから電気の需要場所に向かって流れる電力を「順潮流」、発電設備から送配電事業
者のネットワークに向かって流れる電力を「逆潮流」と定義しています。
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標準仕様案の検討②属性項目

⚫ 集計値を分類するための項目を「属性項目」と定義しています。

属性項目 説 明

電圧分類 供給電圧または受電電圧の分類。低圧、高圧、特別高圧。

電気方式分類 電圧や規模に応じた電気方式の分類。単相2線、単相３線、三相３線。

契約電力分類
一般家庭なのか、ビル・工場なのか、大規模な商業施設・工場なのかといったことを推定できる
ような目安として設定。3kW、10kW、50kW、500kWといったおおまかな区分を想定。

建物分類
低圧について、同じ座標に多数の計器が設置されている建物を分類。２以内を戸建、3以上を
集合住宅と区分することを想定。

通電分類
計量器の一次側（送配電事業者側）が通電しているかどうかを分類。「通電」でない場合は
停電か通信障害等他の理由によるものかの判別はできない点に留意要。

託送契約分類 電気を使用中であるかどうかの分類。託送契約あり、なし。

託送契約継続期間分類
継続的に電気を使用している期間による分類。1年、数年、5年、10年といったおおまかな区分
を想定。

新設後経過年数分類
最初に計量器が設置（新設）された時期からの期間による分類。1年、数年、5年、10年と
いったおおまかな区分を想定。

1か月あたり使用電力量分類
電気をどの程度使用しているかの分類。0kWh、120kWh、500kWhといったおおまかな区分
を想定。

逆潮流分類
送配電事業者との間で逆潮流可能な発電設備を系統連系しているかどうかによる分類。逆潮
流あり、なし。

受電有無分類 逆潮流ありを対象とする、受電実績の有無による分類。受電あり、なし。
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標準仕様案の検討③提供リードタイム

＜提供リードタイム＞

区 分 説 明

リアルタイム 計測から1時間～数時間程度で提供する。

半日～1日 計測から半日～1日程度の時間で提供する。

1か月 計測から1ヵ月程度の時間で提供する。

⚫ 計測から統計提供までに要する「提供リードタイム」を定義
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データ提供形式に対する利用者ニーズ

18

33

32

提供形式に関する要望数

定期的なレポート（年次、月次など）

API等によるデータ連携

Webサイトやデータベース等からのデータダウンロード

提供形式
望ましいと
回答した数

望ましくないと
回答した数

定期的なレポート（年次、月次など） 18 7

API等によるデータ連携 33 1

Webサイトやデータベース等からのデータダ
ウンロード

32 3

会員アンケート結果より、「API連携」や「データダウンロード」など電子的・自動的に入手できる方法への期待が高い
一方で、「定期的なレポート（年次、月次）」へのニーズも一定数あることが確認された。

•静的なファイルが置かれているエンドポイントさえあれば良い。APIである必
要は無いが、プログラムからアクセス可能になっていて欲しい（curlでDL
等）。（サービス業）

•API連携を希望します。API連携が困難であれば、Webサイトからのダウ
ンロード、定期的なレポートの提供も可能です。（サービス業）

•定期レポートはWebで提供し、APIによるデータ連携としてほしい。（IT関
連）

•適用サービス（業務）によってニーズは異なる。（サービス業）

•オープンデータ化（行政機関）

•地図システムへ取込可能な形でのデータ提供（広告業）
※アンケート回答総数を母数としています。(母数=51 同一企
業内複数回答者含む）

※データ活用検討委員会における検討状況は、GDBLのHP https://www.gdb-lab.jp/ をご参照ください。
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個人データ活用に向けた検討状況①

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

2019年11月8日、第１回持続可能な電力システム構築小委員会では、個人の電力データ活用につ
いて、（１）災害対応および（２）社会課題解決等の双方の視点から、検討されています。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2019年11月8日 第1回持続可能な電力システム構築小委員会資料４抜粋



©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

（１）災害対応の観点からは、電気事業法に基づき、災害時かつ自治体等への提供に限り、個人
情報を含む電力データを一般送配電事業者が提供できるようにするための制度整備が検討されてい
ます。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2019年11月8日 第1回持続可能な電力システム構築小委員会資料４抜粋

個人データ活用に向けた検討状況②



©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

（２）社会課題解決等（ビジネス利用を含む）については、情報銀行スキームを基本としつつ、本人
の同意を前提に、送配電事業者が電気の使用者の情報を第三者に提供できるようにするための制
度整備が検討されています。

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2019年11月8日 第1回持続可能な電力システム構築小委員会資料４抜粋

個人データ活用に向けた検討状況③



©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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※資源エネルギー庁 2019年11月20日 第2回持続可能な電力システム構築小委員会資料1抜粋

2019年11月20日、第2回持続可能な電力システム構築小委員会において、（２）社会課題解決
等（ビジネス利用を含む）にかかる具体的なスキームについて、中立的な組織が本人同意やデータ提
供を担うイメージが提示されています。

個人データ活用に向けた検討状況④



©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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➢データ流通の前提として、有効なユースケース開発が必要

➢異業種データの掛け合わせ・組み合わせにより、様々なユースケース開発
が可能

➢様々な業種・業界のデータを流通させるためには、官民（業界団体含
む）協力の下、規制緩和や業界統一ルールなどの環境整備が必要

➢データ活用サービスが継続的に提供されるためには、システム投資などを促
すため、データ提供者に対するインセンティブが必要

➢個人データ流通を促進するためには、社会的な認知・受容を高めることが
重要

終わりに



©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.

参考資料
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スマートメーターデータ（統計）でわかること

空家統計
人の住んでいない
空き家を推定、
空き家数を算出

太陽光発電統計
太陽光発電装置に
よる売電量を
可視化

電力消費量統計
電力使用量を
可視化

冷房使用率統計
冷房使用率を算出

在宅世帯統計
30分毎の

在宅/不在を推定、
在宅世帯数を算出

世帯数統計
リアル且つタイムリーな
世帯数を算出

建物の様子や、人の生活や電気の使い方が分かる
新しいデータ活用の可能性

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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建物種別統計及び活動
世帯統計を削除



異業種データとの掛け合わせで更なる活用へ

スマートメーターデータ 異業種データ

天候データ

センサーデータ
POSデータ

業務データ

地図データ
公共・オープンデータ

©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

情 報 種 別 ：関係者限り
情報所有者 ：Grid Data Bank Lab.
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Grid Data Bank Lab 会員企業向けサービスフロー

来場
予約

会員
申込

アイディア
WS

試作
実証
実験

アイディアソン
/ハッカソン

年数回

2～3か月/件

一般向けサービス 会員向けサービス

➢ ショールーム(オープンスペース)に来場い
ただき、LABのサービスをご紹介。

➢ 入会/会費は現時点では無料。

➢ デモ、展示紹介

➢ 高セキュリティプロジェクトルームにおいて会員企業向けに3つのサービスを提供。
（一部、有償での提供）

Market 

Place

➢ 様々なデータ同士の掛け合わせと企業同士のマッチング

ユーザ実証/
市場調査

ビジネス化
検討

Business 

Design

Incubation 

Support

Showroom

27

➢ ビジネスプロセス変革や新規サービス創出

➢ 新しいサービスアイデアの共創

・会員参加要項
・秘密保持条項
・参加申込書兼
確認書

・個別契約
・参加規約
・申込書

等

サービス
申込

Lab as a Service（有償）



ビジネスデザインのプロセス（一例）

WS4
実現方法の
具体化

企画フェーズ＜約1か月＞ 実証フェーズ＜約2か月＞

WS5
PoC

シナリオ作成
最終報告会

スマートメータ
データ取得

定例会 定例会 定例会

隔週の定例会

WS1.5
不足

ユースケース
の検討

WS3
実現方法の

アイディエーション

検証
開発

(2-3W)

WS2
業務課題
ヒアリング

WS1
ゴール設定
課題の確認

ビジネスデザインは3か月をひとつの目安として、下記の進め方を推進させていただいております。
また、実施にあたっては、ラボにて必要なリソース（コンサル、アナリスト、SE等）を準備しております※の
で、会員企業には要求仕様（業務課題定義、各種判断、効果の定義等）を提示いただく体制のご
準備をお願いいたします。

※会員企業の個別のニーズに応じたサービスの提供や、多額の費用を要する等の場合においては、会員企業の費用負担について
ご相談させていただく場合もあります。
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©2019 Grid Data Bank Lab. LLP

Lab as a Service

「Lab as a Service」の概要

GDBLのLab as a Serviceは、会員様の実情やニーズに合わせて、これまでのラボの実証実績や知見
を応用し、エリアマーケティング業務のお手伝いをさせていただくサービスです（有償）。

ラボ運営支援

各種イベント
企画・運営

調査
マーケティング

ビジネス
コンサルティング

アプリケーション
システムインフラ

データ分析

貴社ラボを運営するにあたり必要な支援を実施します。プロ
ジェクト管理や事務局機能など、幅広に対応可能ですので、
お問合せ下さい。

アイディエーションや交流会といった各種イベントの企画・運
営を受託します。イベント開催に向けた企画検討から当日
のファシリテーションまで対応可能。

アイデアの柔らかい状態から、グリッドデータバンク・ラボのス
ペースでのデモ展示やモニター調査を行い、マーケットへのア
クセスを加速化します。

グリッドデータバンク・ラボが保有する方法論を活用したビジネ
ス・コンサルティングを行います。アイディアの種からユースケー
スを具体化します。

マップ機能などをもつ可視化アプリケーションやデータ分析環
境（サンドボックス環境）を提供します。

グリッドデータバンク・ラボが抱えるトップ・データサイエンティスト
が貴社及び貴社ラボの会員企業のデータを分析し、新たな
知見を見つけ出します。

✓ ラボ運営支援（事務局機能）
✓ プロジェクト管理

✓ アイディエーションや交流会イベント
の企画・運営受託

✓ 半蔵門ラボにおける貴社サービス
デモ展示

✓ モニター調査

✓ ビジネスコンサルティング

✓ 可視化アプリケーション提供
✓ データ分析環境提供
✓ システムインフラ

✓ データ分析コンサルティング

サービス例サービスメニュー一覧

データホルダーと
のWG開催

ー

ー

マーケティング
コンサルティング

現場／分析者
向けMap

お砂場を用いた
分析・コンサル

エリアマーケ
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【各種申込・問合わせ先】
グリッドデータバンク・ラボ
有限責任事業組合 事務局

Mail : support@gdb-lab.jp


